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１． はじめに―本論の背景と分析の視角
海外における「投資環境」（business environ-
ment）１）を定義することは難しい。実際のビジネ
スの現場ではあらゆるホスト国の事象が日々，企
業活動に関連するのが現実であるし，その事象が
企業の事業分野や特性，そして営業開始からの時
間的経過によってそれぞれに異なってくるからで
ある。したがって，投資環境を社会科学の対象と
して厳密に分析するための手法は確立されていな
いのが現実である。この結果，多くの「投資環境
分析」と称する報告はホスト国の外資企業に対す
る優遇政策やインフラ政策の動向を分析するにと
どまっている。その中で異色ともいえる成果が世
界銀行のレポートである。
世界銀行が２００６年に出版した “World Bank
Development Report２００５：Business Environment”
（２００６）では多数の発展途上国を対象に外国直接
投資の視点でそれぞれの国の政府による外資政策
とその背景となる政治，ビジネス慣習とその背景
にある社会環境を幅広く分析している。世界銀行
の「発展途上国の社会経済開発の投融資を行う」
という設立目的にそって，その対象は発展途上国
に限られており，その「社会経済開発」という目
的ゆえに「投資環境分析」も政治・政策，経済，
企業，インフラ，社会慣習にわたって言及してい
るものである。
本稿ではこうした世界銀行の視角に依拠しつつ，
日本企業がきわめて多く進出している東南アジア
のインドネシアとタイを対象に日本企業が進出す
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２００８年秋のいわゆるリーマンショックに端を発した「世界金融危機」は主に米国の需要を減退させ，その影響は日本およびアジア
にも波及した。そうした状況の中でアジアの各国は政府の財政による国内需要の維持や規制緩和を通じた景気の下支えを行ったが，
これは投資環境における政府の役割を再確認させ，政府の政策を左右する政治の安定度にも関心を向けさせることになった。本稿で
は議論の材料として，日本企業が多くの子会社（日系企業）を展開するインドネシアとタイという二か国を事例に，それぞれの国の
政策および企業の動向を取り上げ，金融危機前後の投資環境としての政治政策の変動と企業の動向を分析する。
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The world financial crisis which was triggered by “Leman Shock” seriously affected business environment in 2008. The governments
in Asia played substantial role to sustain and to stimulate economy through government investment and deregulation. This naturally
makes us to put more emphasis on government and political factors in analyzing business environment.
The article discusses the analytical angle taking the examples Indonesia and Thailand where Japanese investors have many subsidi-
aries.
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る際に直面する環境をどう考えるかという視点か
ら，いわゆる「リーマンショック」以降の投資環
境を中心的に議論する。もとより，世界銀行の報
告書のように網羅的な項目に言及することは紙幅
および筆者の力量の制約ゆえに今後の課題となら
ざるを得ないため，このうち，「政治・政策」と
「企業」に焦点をあてる。なお，事例対象とする
企業は「日系企業」と各国の「現地企業」である。
２． インドネシアの政治・政策の変動と企業
の動向
２―１． 政治・政策２）
インドネシアは第二次世界大戦後，治安に不安
を感じさせる出来事が数度にわたり発生し，企業
の直接投資が今一つ伸びないという状況が続いて
きた。しかし，現在のユドヨノ政権になって，よ
うやく政治や治安に安定感が出てきており，東南
アジアにおける有望な企業進出先として日系企業
からも注目を集めている。
インドネシアにおける投資環境に関わる治安状
況の変遷を振り返ってみる。日系企業にとって不
安を感じさせた初期の出来事としては１９７４年１
月の反日暴動がある。日本の田中首相がインドネ
シアを訪問した際に首都ジャカルタでは住民，学
生による大規模な反日暴動が起こった。日本企業
の大規模で，急速な直接投資に対する不満と不安
が顕在化したものである。実はこの暴動はもう一
つの意味があった。それは経済の実権を握る華人
企業への反発，すなわち「反華人企業」という側
面である。第二代大統領のスハルト氏の施政下で
はこうした暴動は強圧的に抑えつけられ，やがて
治安は安定化した。
またスハルト政権期には強引な隣国，東チモー
ルの併合（１９７５年９月）があったが，規制緩和
なども行われたことから１９９０年代には，中国や
他の東南アジア諸国と同様に外国企業による投資
が大きく拡大した。しかし，その後，アジア通貨
危機が起こると，政治は再び混乱し，治安状況は
大きく悪化した。通貨危機直後のスハルト氏の施
政の末期（１９９８年１月）の物価上昇に端を発し
た反政府暴動である。この暴動は１９９８年５月に
通貨危機への対応として，IMF（国際通貨基金）
からインドネシアに支援されたスタンドバイクレ
ジット（緊急融資）の貸し付け条件としてのガソ
リン，電気料金値上げが実施されたのをきっかけ
にして起きたものである。この時もスハルト政権
と蜜月の関係にあった華人企業への反感から中国
系住民が襲われ，アジア系である日本人も巻き添
えになる危険性が生じたため，一時は日本企業か
らインドネシアへの「出張自粛」を徹底する事態
にもなった。日系企業の投資も大きく落ち込んだ。
やがて，スハルト体制は崩壊するが，その後継
であるハビビ政権も短期間で退陣に追い込まれた。
この後，国民統合を呼びかけたワヒド政権，そし
て「建国の父」スカルノ初代大統領の娘，メガワ
ティの政権が続いたが，容易に安定は見られず，
外国企業からの直接投資も低調であった。安定の
兆しが見えだしたのは初の民主的直接選挙で大統
領に選ばれたユドヨノ氏の政権が誕生した２０００
年代半ば以降である。
このユドヨノ政権は，最初は政権基盤がそれほ
ど強いものではなかった。経済界や国家財政の立
て直しを重んじる別の大政党を率いるカラ副大統
領やエリート官僚群等の支持を取り付けたという
微妙な均衡で成立した連立政権であり，当初，少
数政党を率いていたユドヨノ氏の指導力が十分発
揮されるまでには至らなかったのである。しかし，
世界的な原油価格の高騰に伴い，灯油やガソリン
の補助金撤廃を高級官僚や側近が迫ったのに対し，
ユドヨノ氏は国民への生活支援金の支給で応え，
「貧困家庭出身の私は，灯油を買うことの大変さ
を身にしみて知っている」というユドヨノ氏の人
柄が多数を占める庶民層の共感を呼んで支持率を
維持した３）。さらに，２００６年の中部ジャワ地震，
鳥インフルエンザ問題を乗り切り，テロの押さえ
込みにも一定の成果を挙げたことから，２００９年
の選挙では安定した支持を集め，大統領に再選さ
れている。ユドヨノ氏が率いる民主党もそれ以前
の５７議席から１５０議席に躍進し，他党，特にそ
れまで連立内の最大政党として強い影響力を持っ
ていたゴルカル党との連立を解消し，強いリー
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ダーシップを発揮可能な単独政権となった。それ
以降，ユドヨノ大統領は，アジア通貨危機以降の
回復・安定期と，農産物価格や通貨ルピアの安定
という追い風に支えられて，おおむね順調な政権
運営を行うに至っている。
インドネシアは長年，加盟国であった２００８年
５月，OPEC（石油輸出国機構）から脱退した。
これまで石油輸出や石油関連産業で国の経済をけ
ん引してきたが，以後は製造業やサービス業を発
展させ，経済成長を維持していかなければならな
いという危機感が政策当局のなかで強まった。イ
ンドネシア政府は，ジャワ，北スマトラ，スラウ
エシ等に，電機，自動車部品，繊維，農水産加工
品などの製造業クラスター構想を掲げるなど，積
極的な産業育成政策を打ち出している。ユドヨノ
大統領の経済施策は積極的な自由貿易の推進と外
国企業の誘致に本格的に向かっている。例えば日
本とは EPA（経済連携協定）を締結し，中国と
は中国－ASEANの FTA（自由貿易協定）の締結
を実現した。また，すでに加盟していた AFTA
（ASEAN自由貿易地域）ではスケジュール通りの
域内関税削減を達成している。こうした経営環境
の改善により，インドネシアで生産拠点設立や拠
点拡張に乗り出す日系企業は漸増するようになっ
た。
外国企業に対する具体的な投資環境改善のため
のコミットメントとしてユドヨノ政権は「投資環
境改善」，「金融セクター不良債権問題の解決」，
「停滞中のインフラ開発」，「零細・中小企業の支
援」という４つの柱を，２００６年２月に打ち出し
た。２００７年には新投資法を制定し，外国企業の
進出のための投資認可手続きを１５０日以内から
３０日以内に短縮し，外国企業の企業手続きにお
ける大幅なスピードアップを実現し，また，経済
特区（KEKI）４）の推進，そして官民パートナー
シップによるインフラ開発推進のための予算を増
額するなど，外国からの投資を呼びこむ具体策に
も余念がない。
２―２． 日本企業の動向
日本企業のインドネシアへの進出企業では代表
的な自動車産業や電機産業などに関連する製造業，
化学が主要なものであるが，製造業だけでもすで
に１，０００社以上の日本企業が進出している。関連
産業の立地を誘致する工業団地開発や貿易業等の
サービス企業も多くなっている。中国市場のコス
ト増等を受けて，次なる生産拠点を模索する日本
企業はコストが低廉で国内市場規模（人口規模）
が大きいインドネシアに製造拠点，販売拠点の進
出や拡大を加速させているものである。例え
ば，１９６０年代以来，インドネシアに合弁会社を
有しているパナソニックはインドネシアでガス
メーターやデジタルカメラなどに使うリチウム電
池製造用にインドネシア工場の生産能力を拡大し
た５）。また，トヨタ自動車はインドネシア現地の
大手華人財閥であるアストラ財閥（アストラ・イ
ンターナショナル）との合弁で自動車生産を早く
から行っているが，さらなる製品ラインの拡大な
どを進めている。トヨタとの関係が深い，デン
ソーもトヨタグループ，豊田通商，豊田自動織機
とともに，アストラと組んで自動車の基幹的な部
品製造の合弁会社を拡大している。
サービス業における日本企業の活動分野も広
がっている。例えば，金融セクターにおいても，
みずほフィナンシャルグループが今までの日系企
業への融資から現地企業への融資にまでも重点を
移している。また，三井物産は現地のイスラム金
融の特徴などにも配慮しながら，一般庶民向けの
自動車やバイク販売を支援するローン，すなわち
オートファイナンスを展開し始めるなど，インド
ネシア現地市場のきめ細かい開拓に注力してい
る６）。
日本企業の投資拡大の背景には先に述べたよう
なインドネシア政府の政策だけでなく，日本政府
関係機関のバックアップもある。日本政府は大使
館や JICA（国際協力機構），JETRO（日本貿易振
興機構）などの協力のもと，インドネシア政府の
外資企業窓口に対し，インドネシアに進出してい
る日本企業等の意見を取り入れた，いわば「官民
をあげた総合的な提言」（SIAP）を行ってきてお
り，こうした現場の官民を挙げた投資改善のため
の意見具申が徐々に実りつつある。日系企業のイ
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ンドネシア進出における近年の特徴としてはイン
フラ分野への直接投資がある。例えば，インドネ
シア政府がインフラプロジェクト民営化（IPP :
Independent Power Producer）を進める潮流に合
わせて７），日本企業は民営発電事業プロジェクト
に資金，ノウハウの両面から関与し，この分野に
進出を拡大させてきている８）。
こうした動きの先鞭は１９９０年代から三井物産
等が投資をして事業を行ってきたパイトン発電プ
ロジェクト等である。１９９７年から１９９８年にかけ
てのアジア通貨危機により，通貨ルピアの下落や
電力需要が落ち込むと，こうしたインフラプロ
ジェクトもいったん苦境に陥ったが，それが沈静
化し，またユドヨノ政権のもとで経済が安定化す
ると業績も回復し，インフラプロジェクトへの日
本企業の関心を以前にも増して高めている。図表
１で示すように，日本企業の中でも電力や通信分
野をはじめとしてインフラストラクチャーの分野
へと投資が拡大している。
２―３． 現地企業の動向
インドネシアでは外国企業も巻き込んだ企業の
買収を通じた現地企業の競争力の強化が進んでい
る。２００８年の金融危機直後に行われた大型買収
案件（図表２）でも通信，金融，小売など国内市
場での競争力強化を目指したものが目立つ。輸出
比率が大きいタイ経済と異なり，インドネシア経
済は GDPの６５％を国内需要が占めるなど，国
内市場は比較的大きいため，輸出に過度に依存す
る構造にはない。また，金融危機時には買収企業
の価格も低いため，買収資金の節約にもなる。イ
ンドネシアで将来性のある国内市場での経営基盤
を確立するための企業買収が進んだのはこうした
背景があった。
華人系を中心としたインドネシアの大グループ
企業（財閥企業）は対中国ビジネスや国内市場を
ターゲットとした外資企業の進出との提携関係を
活用して，業績の回復が見られる。財閥はさまざ
まな分野にグループ企業を有しており，製造業，
小売業，金融業に必要不可欠な国内市場への販売
網・サービス網を幅広い分野で握っているため，
外資企業が提携を働きかけることなどが多くなっ
ている。例えば，日本企業ともビジネス関係が強
い前述のアストラグループ（アストラインターナ
日本企業がインドネシア・ジャカルタ周辺で受注着工を目指す主なインフラ案件
図表１
（２０１３年までに着工を予定している案件）
分野 案件
事業費
（億円）
内容
港湾 タンジュン・プリオク港拡張 ８８０ １９０万TEU分を増強。関連インフラの建設も。
新港湾建設 ３,４８０ 容量７９０万TEU。道路も整備。
地下鉄 南北線１期建設 １,４００ 中心部から南部まで１５キロメートルの地下鉄路線。
南北線２期建設 １,３００ １期北部延伸で８キロメートルの地下鉄路線。
東西線建設 ３,０００ 中心部を横断する２路線を建設。
空港・鉄道 空港拡張 未定 新ターミナル整備
空港へのアクセス鉄道建設 ９７０ 市中心部と空港を結ぶ３３キロメートルの路線を敷設。
既存路線の増強 ４１０ ブカシ線複々化等の実現。
電力 インドラマユ石炭火力発電所建設 ２,２４０ 超々臨界の１００キロワットの２機を導入。
バンテン石炭火力発電所建設 ８１０ 超臨界の６６キロワッ１機を導入。
ジャワ・スマトラ送電線建設 ２,３００ ジャワ島，スマトラ島を結ぶ送電線７００キロメートルの
送電線を敷設。
ガス火力発電所と LNG受入基地建設 未定 海上浮上式の受入基地建設。
道路 工業団地整備 未定 チカラン地区の工業団地群周辺に拡張
洪水対策 洪水防止設備の補修 未定 北部のポンプを補修。
出所：日経産業新聞２０１１年３月２９日２面。
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ショナル）は自動車事業を中心とした事業組織の
構造で著名であり，トヨタとの合弁の他にもホン
ダとの二輪車のアストラ・ホンダモーターなどを
手掛けている。インドネシア国内の自動車需要が
回復する中，日本市場と同モデルのトヨタ・プリ
ウスなどの高級車も投入されている。
そのほかの現地大企業も日系企業などのつなが
りが強い。それぞれ，金融危機から受ける影響の
水準には差異がみられるものの順次業績回復がみ
られる。
たとえば，PT Sat Nusapersada社９）は電子・電
機分野で日系企業との取引で成長してきた現地企
業である。外資企業と取引することは ISO９００１
などの品質向上のための取り組みを促進し，生産
技術の向上をもたらす。しかし，同時に，製品納
入時の価格引き下げ要求も受ける。同社も売り上
げは伸びても，営業利益があまり伸びなかった。
規模拡大による価格競争力を高めるため，量産体
制を整えた。２００７年の株式公開以来，現地の金
属鍛造製品メーカーやプラスチック成型品メー
カーを買収し，垂直統合によって付加価値ある製
品を社内で一貫して製造できるような体制を構築
インドネシアにおける２００８年～２００９年の主な大型買収案件
図表２
Sat Nusapersada 社の日系企業からの受注先別金額及び構成比（２００８年）
図表３
被買収企業 産業分野
買収者
（外国企業の場合，国籍）
買収者の
産業分野
買収金額
（百万米ドル）
インドサット 通信サービス QTEL（カタール） 通信サービス １,８００
バンク・インターナショナル・
インドネシア
金融 Maybank（マレーシア） 金融 １,５７８
リッポ・バンク 金融 Bank Niaga 金融 ６１１
Bank Ekonomi Raharja 金融 HSBC Asia Pacific Holding（英国） 金融 ６０８
Apexindo Pratama Duta 石油・ガス Mitra Rajasa 石油・ガス ５５６
Huchison CP
Telecommun―Asts
通信サービス Professional
Telekomunikasi
無線通信 ５００
Bentol Intl Investama タバコ製造・販売 British American Tabacco（英国） タバコ製造・販売 ４９０
Makro Indonesia 小売 Lotte Shopping Co. Ltd.（韓国） 小売業 ２３２
Tuah Turangga Agung 金属・鉱山 United Trctors 機械製造 １１６
Citra Tubindo 製造 Vallourec & Mannesmann Tubes 製造 ８８
出所：SK Zainuddin, "Corporate Indonesia ready for take off", GLOBE ASIA, Vol.３No.８, August,２００９, p.５０より作成。
注：数字は前が同社の各日系企業に対する売り上げ金額で単位は１０億ルピア。後が日系企業への売り上げ
が同社全売り上げに占める割合。
出所：“A社 annual report（２００８），”GLOBE ASIA, Vol.３No.８, August,２００９, pp.８４―８５より作成。
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したのである。しかし，２００８年秋のリーマン
ショックで売り上げが減少し，営業利益も悪化し
た。同社の取引の太宗（約７０％）をしめる大手
の顧客である日系電機メーカーからの受注が減少
し，厳しい状況に陥った１０）。同社は管理職以上の
給料の最大限２０％カットや新規設備投資の延期
などの施策を実施した。２００９年後半以降は徐々
に需要の回復により，経営業績を少しずつ持ち直
し，乗り切りつつある。
Gajah Tunggal社はインドネシアでトップのタ
イヤメーカーである。スハルト政権時代に政権と
親密な華人企業として知られていた。同社には欧
州（フランス）のミシェランタイヤが出資してお
り，グローバルメーカーとの取引が多い企業で
あったが，リーマンショック前からすでに業績が
やや低迷気味で，債務改善にとりくんでいる最中
に２００８年の世界金融危機に伴う自動車需要の激
減をうけて，業績は一層悪化した。格付会社 S&P
によるクレジットレーティングは CCC＋から CC
に下がり，投資不適格レベルとなった。この背景
には数年前からはじめた生産能力の大幅な拡張に
むけた投資，それに伴った資金調達債務の金利負
担があり，これに２００８年秋からの金融危機とそ
れに続く，欧米市場での自動車需要の急減に見舞
われたことがある。商用車タイヤ製品の半分近く
を輸出していた同社にとって世界市場の縮小は致
命的だったが，２０１０年に入って，国際市場にお
ける自動車需要の回復により，同社の販売先は国
内向けが増えつつあり，業績は徐々に回復しつつ
ある。
経営課題は国内バイク用タイヤで約６０％，四
輪車用市場で約２０％を占める同社の強い販売力
の一層強化である。
PT Barito Pacific社はベニヤ板，合板，パー
ティクルボードなど生産，木材加工，ハンディク
ラフト，家具部品生産まで行う，インドネシアが
誇る木材加工会社である。さらに最近は石油・ガ
スの取引分野に進出し，さらには石油化学製品の
製造に進出して順調に成長してきた。
同社にもリーマンショックの影響は大きく，
２００９年第１四半期には売り上げが前年同期比で
約４０％下落した。これは主力の石油化学製品が
不振で，その売り上げが２２％減少したためであ
る。石油原料の急激な価格上昇の負担，為替差損
に加え，それまでの企業買収によって拡大した生
産能力が過剰能力となり，利益がマイナスになっ
たものである。
多くの様々な子会社を持っていることから連結
決算ベースでは回復は速く，２００８年の上半期に
３,７２７億ルピアの連結赤字が，翌決算期の２００９年
Sat Nusapersada 社の業績推移（２００６年～２００９年）
図表４
注：単位は百万ルピア。
出所：Sat Nusapersada 社のHP。
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の上半期には３,８３７億ルピアに急速に回復した。
世界的な不況でコスト面の低下，すなわち石油原
価が下落し，さらにその後の自動車関連製品（プ
ラスチック）の需要増で，製品価格が上昇し，利
幅が拡大したためである。
このようにリーマンショック直後には，多くの
石油化学製品メーカーが売り上げや利益の急減に
苦しんだが，それでも例外的に好業績を維持でき
た企業もある。その一例が，Lautan Luas社であ
る。同社の２００７年の純益は７２０億ルピア（７．２億
円）であったが，リーマンショックがあった２００８
年でも１,４６０億ルピア（１４．６億円）にほぼ倍増し
た。売り上げも２．７兆ルピア（２７０億円）（２００７年）
が４．５兆ルピア（４５０億円）（２００８年）に増加した。
同社のこうした好業績の背景には得意の製品分
野に絞って，経営資源の集中を行い，そこで細か
いセグメンテーションを行って製品差別化による
価格競争回避に成功を収めたことがある。子会社
の設立を通じてそれらに，製品物流，保管，IT
化等の高度化を担わせ，物流コストを削減すると
ともに，異業種の他社からの受注に実現し，グ
ループ全体としての収益力も高めた。
この結果，他の企業が業績に苦しむ２００９年の
第一四半期においても売り上げは９,９６０億ルピア
で，対前年同期比で３．６％を達成した。リーマン
ショックの影響が世界経済に最も大きく出た２００９
年通年においても，同社は３７,４６９億ルピアを売
り上げ，１,３７０億ルピアの営業利益と黒字を維持
した。さらに今後の市場回復を見据えて，海外に
おいてはベトナム工場を建設（投資金額は１,０００
万ドル），国内においても２００９年に２,６００万米ド
ルの生産拠点拡張の投資をも行っている。
３． タイの政治・政策の変動と企業の動向
３―１． 政治・政策１１）
日本企業において，長い間，最もリスクの少な
いアジアの投資先はタイと認識されてきた１２）。す
なわち，タイは政治が安定し，法規の運用に変化
が少なく，日本の中堅，中小企業やそれまで海外
進出の経験がない企業は，先ずそこで海外事業の
経験を積むべき最適な国とされてきた。
タイがこのように「最初に海外進出を行う企業
にとってはリスクが小さい優良な地域」と評価さ
れてきたのは一体なぜであろうか。
第二次世界大戦後，タイにおいては政治クーデ
ターだけでもおよそ１８回発生している。このう
ち特に深刻であったのは１９９２年のスチンダ陸軍
Gajah Tunggal 社の業績推移（２００６年～２０１０年）
図表５
単位：１００万ルピア。
出所：GLOBE ASIA, August pp.６６―６８, およびGajah Tunggal アニュアルレポート（２０１０）より作成。
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司令官がクーデターで首相になったときに起こっ
た抗議活動であり，大規模な反政府デモを誘発し，
軍の鎮圧過程で多くの死傷者がでた。それでも，
タイのビジネスに大きな負の影響を与えなかった。
政党の連立や軍事クーデターが日常茶飯事であり
ながらタイ政界特有の妥協と寛容さ，そして何よ
りも王室の権威で最低限の安定が保たれていたか
らである。特に２００１年のタクシン政権が発足す
ると２００５年までの長期政権が実現し，以来，新
しい安定段階に入ったと思われた。タイの政界は
短期間の政権の交代は日常茶飯事のことであり，
常に選挙で選任された任期を満了する政権がな
かったからである。
しかし，安定多数を獲得したタクシン首相は強
権的な政治手法や通信企業のシンガポールへの不
正な株売却疑惑で，やがて支持率を落とし，これ
に旧来の伝統的な保守層が加わって反タクシン派
と一般に称される政治勢力が形成された。このタ
クシン派と反タクシン派が一般国民を巻き込んだ
２大政治勢力として，政治的な変動の時代が始
まったのである。２００６年の解散による総選挙で
はタクシン首相はかろうじて政権を維持できる議
席を得たものの，憲法裁判所はその白票数の多さ
ゆえに選挙無効の判断を下し，暫定政権，新憲法，
史上初の国民投票となった。
タクシン氏に代わってその政治を受け継いだの
は，タクシン氏の愛国党の流れを汲むサマック首
相（国民の力党）である。これに対して，反タク
シン派がデモを起こし，カンボジアとの国境紛争，
首相の兼職問題等，様々な材料で政権を批判し，
結局裁判所の判断で政権が崩壊した。さらにサ
マック氏の流れを汲むソムチャイ首相が政権を担
当するものの，これに満足しない反タクシンのデ
モ等による再度の混乱があり，２００８年に退陣。
そして，２００８年１２月にアピシット政権がようや
く政界再編後における反タクシン派の勢力を背景
に政権を担当した。しかし，この政権も安定せ
ず，２０１１年６月の総選挙ではタクシン氏の実妹，
インラック氏を代表者とするタイ貢献党が過半数
をとり，タクシン派が政権に返り咲いた。イン
ラック氏は「国民融和」の観点から他の中小政党
との連立政権を組織し，下院議員定数５００のうち
２９９という圧倒的な勢力を形成し，政治の安定化
を図っている。
現在のタイの政治状況は，経済のグローバル化
などで国民の間に経済格差が深刻化し，非タクシ
ン派（民主党等）とタクシン派（タイ貢献党）が
お互い鋭い対立をする様相を呈していると言える。
深刻なのは２００７年末の選挙でタクシン派の首班
が運営する政権に復帰して以降の対立は過激なス
トライキや首都バンコク市内と空港などの占拠な
どにも拡大し，既存の寛容と妥協という政治手法
Lautan Luas 社の業績推移
図表６
単位：１００万ルピア。
出所：Lautan Luas アニュアルレポート（２０１０）より作成。
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では国民階層間にマグマのように蓄積された不満
を解消することができなくなってしまっているこ
とである。政治の要因が投資環境に大きく影響し
始めることになったのである。
しかし，実務面では依然として外国投資家に
とって安定した国であることは間違いない。タイ
に直接投資しようとする場合，その窓口の行政機
関がタイ投資委員会（Board of Investment : BOI）
である。BOIは工業省直轄の組織であり，外国
企業からの直接投資だけでなく，国内企業の大型
投資についても促進，調整，相談を行う。
第二次世界大戦後，タイでは必要不可欠な日用
品が不足し，それに対応するために政府の方針で
国営企業が多く設立されたが，その効果はなかな
かでなかった。そのため，タイ政府は方針の大転
換を行い，外国企業の誘致によってこの問題を解
決しようとした。１９５４年の「工業サポート案」に
端を発し，その実施のために設立（１９６５年）さ
れたのが，BOIである。
BOIの活動は大きく，「企業の競争力強化」と
「企業の運営サポート」の２つに分けられる。前
者には投資優遇制度の制定・規律，外国企業の投
資認可，外国人企業家・技術者などの人的資源の
受け入れ許可，外国企業の土地所有・使用の許可
などが含まれ，後者にはタイへの投資環境に関す
る情報提供，アドバイス，市場調査のサポート，
外国企業と現地企業のマッチング，海外のビジネ
ス機関とタイの関係機関とのネットワーキングの
支援などが含まれる。BOIは外国企業が進出し
やすいようにタイ工業団公社（IEAT）や工業団
地開発を得意とする民間デベロッパーを支援し，
優遇制度を適用した工業団地を全国各地に建設さ
せる推進役を担っている１３）。
対外的な協定推進の面においても安定している。
ASEAN（東南アジア諸国連合）のメンバーとタ
イが協調して進めてきた貿易自由化がタイの産業
競争力向上に大きな効果をもたらした。１９９０年
代より，ASEAN域内の自動車部品取引について
は同一ブランドに使用する場合の関税免除
（Brand to Brand Complementation : BBC），そ れ
を同一企業にまで対照拡大したアセアン工業協力
計画（ASEAN Industrial Cooperation : AICO），広
く製品一般の関税削減を目指した AFTA−CEPT
へのプロセスが推進される過程で最も大きな裨益
を受けたのは部品点数が極めて多い自動車産業で
ある。タイは自動車産業が集積していたため，タ
イに進出していた外資自動車関連企業は大きなメ
リットを享受することができたのである。
また，中国のWTO加盟による優位性の顕在化
に対抗し，タイの貿易政策当局は２００３年以降は
将来の大きな自動車市場であるインドとの自由貿
易協定（Free Trade Agreement : FTA）を推進し，
なおかつ，アーリーハーベスト（協定批准前に関
税の減免を適用するプログラム）を適用し，イン
ドを仕向地としたディーゼルエンジンなどの輸出
のための中核部品製造業を育成している。
タイの貿易政策当局は ASEANの中でも最も
FTA締結に熱心で，バーレーン（２００２年１２月調
印），日本（２００７年４月調印），オーストラリア
（２００４年７月調印），ニュージーランド（２００５年
４月調印），インド（２００３年１０月調印），ペルー
（２００９年１１月）の６カ国との締結を実現してい
る。また，加盟している ASEANとして韓国，中
国，日本，オーストラリア，インドとの締結を
行っている１４）。２００１年に発足したタクシン政権
が積極的に FTAの推進を行ったためである。
タイは東アジアから南アジアにかけての経済取
引のハブとして重要な地位を占めるにいたった。
東アジアで人口規模を中国と拮抗し，一層の市場
規模拡大（所得向上，人口増，中間層の増加）が
期待されるインドとの自由貿易協定を通じ，新た
な太い貿易のパイプの形成が期待されている。ま
た，国内民主化問題が解決すれば有望な投資先と
もなるミャンマーとの政治的なパイプもシンガ
ポールや中国と並んで強く，タイはこの地域の緊
密化推進の立役者としての役割は極めて大きい。
こうした政策の結果としての貿易の活性化に伴
い，貿易収支も黒字基調で安定的に推移している。
むしろ貿易黒字の累積によるタイバーツの価値上
昇による輸出への影響が心配されるほどになって
いる。貿易収支の悪化がきっかけで，タイバーツ
の価値が下落し，対外債務不履行等の通貨危機の
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引き金を引いた１９９７年のアジア通貨危機当時の
状況と比べると，タイ経済は大きく生まれ変わっ
たといえる。
なお，タイ政府は，併せて製品輸出先の多様化
により，貿易収支の更なる安定化を図るべく，米
国，ベンガル湾諸国，欧州との交渉をも試みてき
たが，２００６年の政変以降，国内政治の混乱の影
響で交渉が滞っている１５）。
３―２． 日系企業の動向
１９９１年にタイ工業省が CKD１６）の関税を引き下
げ，１９９４年には海外自動車メーカーの組み立て
工場の数量制限を緩和も実施された。これを契機
に日欧米の自動車アセンブラー（組み立て業者）
や，自動車生産の技術を担う部品メーカーのタイ
への進出が相次いだ。タイ政府は１９９０年前後ま
では基本的に外国の自動車メーカーがタイに進出
する際には国内の自動車部品を極力使用すること
を推奨するローカルコンテント政策を行っていた。
しかし，日系自動車メーカーや部品メーカーがタ
イに規模の大きな製造拠点を設立するようになる
と，こうした政策的なローカルコンテントの推奨
を次第に抑え，２０００年までにほぼ行わなくなっ
た。
２０１０年現在で，タイの自動車部品メーカー約
２,０００社中，一次サプライヤー約７００社の太宗が
日系部品メーカーとなっている。規制緩和は自動
車関連メーカーの新規の投資増加だけではなく，
再投資をも誘導し，さらに外延的に「関連」産業
の投資をも呼び込んだ。この結果，自動車製造を
含む製造業がタイの GDPは過去１０年間に６９％
増加している。これは金融業の１１０％に次ぐ大き
な増加率である。
２００２年にはタイ政府が自国を「アジアのデト
ロイト（世界の自動車生産の中心地）」にすると
宣言するまでにいたった。日産自動車が主力車
「マーチ」をタイで生産し，日本市場で販売する
ようになったことや，トヨタの新興市場向けの戦
略車である多目的カーの生産中心をタイに置くよ
うになったことがその自信を何よりも如実に示し
ている。２００９年にはリーマンショックの影響で，
自動車産業を中心として，直接投資額は減少した
が，２０１１年の東日本大震災による自動車サプラ
イチェーンの東アジアにおける再構築，そして中
国自動車市場の減速の兆しなどの要因があるだけ
に，しばらくはタイに対する日系自動車メーカー
による直接投資は底堅いものと考えられる。
日系自動車メーカーにとって，中間層の台頭と
自動車市場の急拡大が予想されるインドとタイの
間の貿易はきわめて戦略的に重要である。日系自
動車メーカーはじめ世界の有力自動車メーカーな
ど「アジアのデトロイト」タイに製造拠点をもつ
タイの貿易収支の推移
図表７
単位：１００万ドル。
出所：JETROホームページ，原出所：国家経済社会開発庁（NESDB）
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企業にとって，輸出ルートとしてのタイ→インド
はその根幹をなすものだからである。加えて，日
系企業にとっては２０１１年春の東日本大震災で日
本の東北地方に立地する自動車部品工場からの部
品供給が途絶え，自動車部品のサプライチェーン
が打撃を受けたことを踏まえ，日本の自動車メー
カーや部品メーカーにとって，インド市場への供
給拠点はタイの高い自動車部品製造能力により
いっそう注目が集まると考えられる。
タクシン政権によるタイ―インド FTAを含む自
由貿易拡大への積極策は，それを通じて貿易のハ
ブというタイの地位をいち早く確立し，オースト
ラリア向けを主とする自動車などの工業製品のみ
ならず，農産物の輸出促進を通じて農村地域の発
展という政権の公約に沿うものであった１７）。
日系企業の視線の先には，すでに陸路での生
産・販売網の活用，すなわち，タイのチェンマイ
地方からラオスを抜けて，ベトナムの中部，そし
て中国南西部へ伸びる東西回廊（北ルート）やカ
ンボジアからベトナム南部に抜ける東西回廊（南
ルート）の活用した販路拡大や生産・物流効率化
がある。すでに機械部品の運搬など試行段階に
入っている企業もある。これが活用できれば中国
南部の生産拠点，ベトナムの北部にあるハノイ周
辺，ホーチミン周辺の生産拠点や産業集積が活用
でき，日本企業のグローバル競争力向上において
大きな追い風になるからである。
日系企業は人材面においてもタイ拠点を活用し
て国際競争力を維持する戦術を取り始めている。
現地日系企業では技術系人材や中間管理職人材の
不足を指摘されることが多かった。こうした課題
に対応するために２００５年にタイ日工業大学が設
立され，２０１０年までに１７の日本の大学と提携や
交換留学制度を行うようになった１８）。日本とビジ
ネス分野でのノウハウ，考え方の共通化を図ろう
とする試みも行われており，例えば，日本の「中
小企業診断士」制度や「物流管理士」制度が導入
されている。いずれも日本政府のバックアップの
もとに進められている。
３―３． 現地企業の動向
タイの大企業はその多くが華人系などの同族経
営企業，いわばファミリー企業が多い。末廣昭
（２００６）は「アジア通貨危機が勃発する１９９７年直
前に上位１００社のうち半分以上をファミリービジ
ネスが占め，かつタイ経済の拡大と産業構造の高
度化を急速に進めていった９０年代に彼らがむし
ろその比重を高めていった事実に注目しておきた
い」と指摘している１９）。少々，データは古いが末
廣は下表のような興味深いデータを示し，われわ
れにタイ経済と企業の特徴を如実に示してくれて
いる。図表１０はタイの売上高上位１００社の所有
形態別の分類である。
この図表１０が示すようにタイの上位１００社企
業は外資系企業が約５割弱，同族経営の企業が約
３割から４割弱，政府系企業が約１割から２割，
タイの産業別GDPの推移
図表８
部門 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年※ ２０１０年※ 過去１０年間の伸び率
農林漁業・狩猟業 ３２０,０１６ ３２２,１７９ ３６３,０３３ ３５４,４３１ ３４７,８９２ ３６５,４２８ ３６９,７７２ ３８５,２２５ ３９０,３６２ ３８１,５９４ １９％
鉱業・採石業 ６４,６２２ ７１,７４１ ７６,６１６ ８０,８３７ ８８,０８１ ９１,５８５ ９５,０８８ ９５,２８０ ９６,１０５ １０１,０８３ ５６％
製造業 １,１１１,４５７ １,１９０,８０７ １,３１８,２７９ １,４２６,３３８ １,４９９,８８２ １,５８８,１０５ １,６８６,３７２ １,７５１,４１１ １,６４５,０１５ １,８７３,２１９ ６９％
電力・ガス・水道 １０３,９３７ １１０,１３７ １１５,１９５ １２２,５２５ １２９,００４ １３５,１１４ １１４,９７５ １４７,６０３ １４８,８８０ １６３,８４９ ５８％
建設 ７６,４７１ ８０,６１５ ８２,８３７ ８８,７９０ ９３,８０９ ９８,０８６ １００,５１１ ９５,１９０ ９５,５５１ １０２,０９０ ３４％
卸・小売・修理 ４６９,５６９ ４７９,７２５ ４９３,７１９ ５１７,３１０ ５４１,９３４ ５６０,２１８ ５９１,０３０ ５９６,７３５ ５９４,７８５ ６１０,７１６ ３０％
ホテル・レストラン １１８,６６４ １２４,０４４ １１８,８５２ １３３,３２４ １３６,１６５ １５１,２６７ １５７,８５８ １６０,４３０ １６０,０１７ １７３,５２７ ４６％
運輸・通信・倉庫 ３１０,０５８ ３３１,１６８ ３４０,６４４ ３６６,２９０ ３８３,９２５ ４０７,６８２ ４３２,０３７ ４２９,９３３ ４１３,６６６ ４３０,３２５ ３９％
金融業 ８５,７５７ ９５,６９３ １１１,８０７ １２５,７２３ １３６,３４２ １４０,７１９ １４８,５７５ １６０,９３８ １６７,３４６ １８０,４９８ １１０％
不動産 １２２,４３１ １２８,４００ １３４,６４１ １４３,５８１ １５１,２２５ １５９,５００ １６４,６０７ １６８,７３９ １７０,５９７ １７７,０３０ ４５％
行政・国防：
義務的社会保障
９８,８４７ １０５,２５５ １０８,３７５ １１１,７９５ １１６,２６７ １１５,２９８ １２０,５８３ １２２,１６１ １２２,２６０ １２７,０５９ ２９％
教育 ８４,９５６ ８５,８０７ ８６,７６０ ８９,８２１ ９６,１３８ ９９,３４３ １０９,０９５ １０９,４２３ １１５,１９０ １１７,５０５ ３８％
総計 ３,０７３,６０１ ３,２３７,０４２ ３,４６８,１６６ ３,６８８,１８９ ３,８５８,０１９ ４,０５４,５０４ ４,２５９,０２６ ４,３６４,８３３ ４,２６３,１３９ ４,５９６,１１２ ５０％
単位：１００万ドル。
出所：JETROホームページ，原出所：国家経済社会開発庁（NESDB）。
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残りわずかな独立企業で構成されているというこ
とである。タイのビジネスにおける外資企業と
ファミリー企業の影響力の強さが伺われる。この
結果，往々にしてファミリー企業は日系企業のタ
イにおけるビジネスパートナーになることも多い。
チャルンポーカパン（CP）グループはアグリビ
ジネスを中心にその事業を流通，製造，通信，金
融などに展開してきたコングロマリットである。
CPは１９２１年に中国・広東省の潮州系のルーツを
もつ謝易初と謝少飛の兄弟が畜産取り扱い仲買商
「正大荘行」を設立したところから始まる。１９５４
年になって CP商号を用い，種子，肥料，飼料を
広く海外と取引する貿易商社の形態になったのは
１９５９年である。１９６７年には製造業（飼料）に，
１９７３年にはブロイラー生産を開始した。しかし，
CPが総合化，コングロマリット化したのは謝易
初の四男，タニン氏が経営改革を行って事業部制
を導入した１９８３年以降である。そして，急速に
発展する中国市場に華人という出自もあって，積
極的に投資を展開してゆく。その投資姿勢は大胆
であり，得意の農産物加工分野にとどまらず，石
油化学，オートバイ製造，小売業，衛星通信など，
利益が出そうなものなら，何でも投資するといっ
たスタイルであり，実業家というよりは「投資
家」といって方がよいほどの事業多角化を行って
いった。
しかし，中国ビジネスでは失敗が重なり，加え
てアジア通貨危機でグループ企業の屋台骨が揺ら
いでゆく。中国で本業分野として期待をしていた
農産物加工分野では上海の郷鎮企業２社と合弁で
設立していた（上海大江社）が，すでに１９９６年
には利益が芳しくなくなっており，１９９７年にはア
タイの売上高上位１００社の所有形態別の分類（２０００年）
図表１０
タイの貿易収支の推移
図表９
分類 企業数（構成比％） 売上高（構成比％）
外国企業（筆者注：いわゆる外資系企業） ４７ ４６．９
特定・複数所有家族に属する企業 ３７ ３２．６
政府もしくは国営・公企業の出資企業
（筆者注：いわゆる政府系）
１３ １９．３
独立タイ企業 ３ １．２
合計 １００ １００
出所：末廣昭（２００６）『ファミリービジネス論』名古屋大学出版会，６１ページより筆者作成。
単位：１００万ドル。
出所：JETROホームページ，原出所：国家経済社会開発庁（NESDB）。
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ジア通貨危機の影響を受けていた中国での事業
（オートバイ製造，衛星通信事業，チェーン小売
業）の株式持分を中国側パートナーに売却し，撤
退，その資金をタイでの事業の損失等に充当して
しのぐという状態にまで至った。タイ通貨バーツ
の価値下落によって被った巨額の為替差損と海外
通貨建て借入の膨張に対する対応である。
CPはアジア通貨危機をこうしたファミリービ
ジネスならではの迅速な意思決定で再編し，アグ
ロインダストリー部門と小売事業に選択と集中を
行い，外資との提携を通じてタイでゆるぎない地
位を回復するとともに，再度，米国，マレーシア，
ベトナム，インド等，ピンポイントを絞って海外
展開を行っている２０）。
１９９７年～１９９８年に発生したアジア通貨危機は
タイの大企業に大きな負の影響を与えたが，タイ
の華人財閥は海外事業からの撤退とその売却資金
で国内のビジネスを守った。CPも２００８年のリー
マンショック以降も国内市場や東南アジアを中心
に引き続き，競争力のある食品分野，小売分野で
収益力を強化している（図表１１）。
他方，中小企業においてはリーマンショックの
影響が残っているようである。たとえば，筆者の
調査グループがインタビュー調査を行ったタイの
中小企業 A社は従業員３５名，年間売上げは２０００
万バーツという中小企業の食品加工会社である。
販売先は輸出による国内企業で生活水準が急速に
向上している香港，中国を中心に出荷しているた
め，売り上げの大きな現象はなかったが，銀行か
らの借り入れが厳格になり，資金繰りがやや難し
くなった。リーマンショック以降の世界的な銀行
管理の強化（バーゼル II）を受けた金融業界の審
査の厳格化によるものである２１）。
また，同じくタイの玩具経営の会社 B社の場
合は大きな影響を受け，売り上げを落としていた
が，これもリーマンショックによる景気後退によ
るものである。同社は資本額２００万バーツ，従業
員１５０人の企業である。製造は行わず，デザイン，
マーケティングのみを行い，製造は外部に委託し
ている。ティッシュボックスや枕カバーなどを，
外部の大手企業から委託を受けてデザインするこ
ともある。委託生産を行って製造した現在製品は
空港免税店などに卸している他，輸出を行ってい
る。直接輸出は売上高の５０％を占めていたこと
もあったが，リーマンショック以降は５～１０％に
減少した。取引先（卸先）が海外と取引をしてい
る場合が多く，例年であれば発注の多い４月，１０
月が２００９年には発注がないという事態に直面し
た，という２２）。
６． 結語
本稿は政治・政策の変動と，それへの対応とし
ての外資企業（日系企業）と現地企業の動向を併
せて，分析を試みたものである。情報収集や参考
とした文献が２００８年の世界金融危機以降であっ
たため，分析対象期間は数年間のタイムフレーム
となっているが，この間はアジア各国では政府に
よる財政投資や規制緩和など「大きな政府」役割
が市場に影響を与えた時期である。
インドネシアでは政治の安定化が実現し，強力
な政治のリーダーシップが図られ，内外企業にお
いて投資の拡大や金融危機のダメージの回復が図
られた。政治・政策ファクターが良好な投資環境
の水準を維持向上させた事例である。
他方，タイは金融危機直前には強力かつ安定し
た政治体制が確立していたにもかかわらず，政権
内の腐敗や国民生活における格差拡大に起因する
反政権運動で政治は不安定化した。しかし，それ
にもかかわらず，対外経済開放政策は堅持され，
しかも外資企業からの直接投資を取り扱う政府の
実務部局は安定した政策運用を行ったため，企業
の活動に深刻な影響は表れなかった。むしろ，そ
の対外開放政策がもたらした周辺の新興国の市場
の需要を事業拡大の機会としている。政治分野の
変動がビジネスに必ずしも影響を与えるものでは
ない例証である。
近年，経済の対外開放が多くの国で主要な経
済・産業政策の主な柱となる一方で，その対外開
放は市場の規制緩和や自由化を伴うがゆえに各国
内では国民生活上における格差拡大などの問題が
発生している。対外開放政策をとる多くの国は民
インドネシアとタイの政治・政策の変動と企業の動向
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主主義体制を採用しているがゆえに，この「格差
問題」は投票行動を通じて政治を必然的に不安定
化させる。この難しいトレードオフ的関係をバラ
ンスよくかじ取りをして国民経済の発展を目指す
課題が各国の経済政策の担当者に突き付けられて
いる。今回，対象として取り上げた二カ国はたま
たま，政治の変動が大きなネガティブ要因として
投資環境を揺るがすに至ってないが，常にこうな
るとは限らず，ビジネスリスク管理が厳しく問わ
れる事業者にとっては引き続き注視していかなけ
ればならないファクターである。政治ファクター
を投資環境分析に取り込む試みは前述の世界銀行
をはじめとする国際機関の他，民間では投資銀行，
貿易保険会社等が実務的に様々な取り組み（投資
プロジェクトに対するリスク格付けなど）をすで
に行って久しいが，どのように学問的に取り込ん
で行くかについてはまだ手法として確立していな
い。筆者としてはこの「重い」課題にも今後取り
組んで行きたい。
CP社の近年の事業展開（１９８３年以降）
図表１１
注
1） 英訳では business environmentと investment environ-
mentの２通りが使われるが，金融投資は本稿の議論
の対象ではないので，誤解を避けるために投資環境を
business environmentとして議論することにする。
2） 小林守・東京コンサルティングファーム共著（２０１１）
『インドネシアの投資・会社法・税務会計・労務』出
版文化社。
3） 小林守（２００８）『「調整型大統領」の指導力が試される
正念場―インドネシア大統領選と経済減速』三菱総研
倶楽部。
4） バタム島，ビンタン島等などの島嶼地域においてシン
年 事業展開
１９８３
１９８５
１９８６
１９８８
１９９０
１９９２
１９９４
１９９７
１９９８
２０００
２００９
創業者謝易初氏の四男タニン氏経営改革を実施。CPに事業部制導入。
中国における二輪車製造開始。石油化学事業へ進出。
米国食肉加工オスカーメイヤー社と合弁事業開始。
日本明治乳業を合弁事業開始。オランダの流通大手マクロ社との合弁事業開始。タイでのセブン―イレブンと合
弁事業開始。中国海南島において石油化学プロジェクトに投資。ベルギー・ソルベイ社と石油化学において合弁
事業開始。
中国にてトラック生産事業開始。タイ国内電話敷設事業開始。
中国の国有通信社と衛星打ち上げ事業に成功。
香港にて携帯電話事業開始。
種子・肥料，農畜産物加工（アグロインダストリー），養殖えび，貿易，小売流通，石油化学，不動産開発，自
動車・機械，電機・通信，石油・発電，加工包装食品の１１分野における事業を経営。
アジア通貨危機によって大きなダメージを被る。石油化学，自動車・機械，不動産開発，小売流通業（セブン―
イレブン事業以外）から撤退。中国事業も農畜産物加工（アグロインダストリー）以外を清算，撤退。
本業のアグロインダストリーの再編・強化し，セブン―イレブン等チェーン・スーパー小売業とともに外資系企
業との提携に主眼を置く。
国内でセブン―イレブン店５０００店舗以上のネットワークを構築し，競争力のある食品分野で収益力のある事業を
展開。
出所：朱炎編著（２０００）『徹底検証，アジア華人グループの実力』ダイヤモンド社，末廣昭・南原真著（１９９１）『タイの財閥』同文舘，末廣昭
（２００６）『ファミリービジネス論―後発工業化の担い手―』，名古屋大学出版会，小林守（２００２）「華人企業から多国籍企業に脱皮，チャロ
ン・ポカパン社―タイ―」，The Asian Club Monthly６６。
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ガポール政府と共同で開発。
5） パナソニック社ホームページ。
6） NHKスペシャル取材班（２０１１）『灼熱アジア』講談社。
7） インドネシア政府は基幹インフラの７０％から８０％を
民間資金を用いた，いわゆる「民活インフラ」でまか
なおうと考えている。
8） パイトン発電所はパイトン（I）発電所（６００メガワッ
ト×２基，１９９８年完工），パイトン（II）発電所（６００
メガワット×２基，１９９９年完工）で構成されている。
前者は三井物産（日）の他に米国のMission Energy，
GE Capitalが主体となり，それらの出資によってプロ
ジェクトオーナーになり，発電事業を行っている。ま
た後者はドイツのシーメンス等が出資者になっている。
9） SK Zainuddin（２００９）“Corporate Indonesia Ready for
Take off,” GLOBE ASIA , Vol.３No.８, August,２００９, p.
５０.
10）SK Zainuddin（２００９）“Corporate Indonesia Ready for
Take off,” GLOBE ASIA , Vol.３No.８, August,２００９, p.
５０.
11）小林守・東京コンサルティングファーム共著（２０１１）
『タイの投資・会社法・税務会計・労務』TGC出版。
12）国際協力銀行中堅中小企業支援室編（２００３）『アセア
ン投資ガイドブック』。
13）但し，しばしば「進出前の BOIの説明と進出した後
の国内の担当官庁の説明と食い違っている，問いただ
したら，国内担当官庁から『BOIは国内のことはわ
からないから，こちらを信じるように』などといわれ
た」いう不満を日系企業から聞くことがある。情報は
「裏取りが必要である」ということはタイでもそのと
おりである。
14）２０１１年２月現在。
15）三菱総合研究所（２０１１）『EPAの動態的効果に係わる
委託調査事業・調査報告書』経済産業省。
16）Complete Knock−down.
17）タイで生産された自動車の最大の仕向け地はオースト
ラリアであり，インドネシア，サウジアラビア，フィ
リピン，マレーシア，オマーンと続く（金額ベース）。
オーストラリア向け自動車輸出はタイに進出した日系
自動車メーカーがきわめて積極的に取り組んでいる。
また，部品の仕向け先はインドネシア，日本，マレー
シア，ベトナム，インド，フィリピン，米国，ブラジ
ルと多岐に及んでいる。
18）チャンリット・シラ（２０１１）『タイの新しい投資環境
上の問題点と政策的対応』。
19）末廣昭（２００６）『ファミリービジネス論』名古屋大学
出版会，p.６０。
20）但し，タイ国内では，まだ保険，金融，電気通信への
外国投資家に対する規制を若干残している。
21）中小企業基盤整備機構（２０１０）『東南アジア５ヶ国に
おける中小企業金融と資金調達の現状と課題に関する
調査研究』。
22）中小企業基盤整備機構（２０１０）『東南アジア５ヶ国に
おける中小企業金融と資金調達の現状と課題に関する
調査研究』。
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